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研究成果の概要（和文）：本研究は、戦後沖縄における都市の空間編成の諸過程とその特質を〈基地経済〉の実
証分析に立脚して社会地理学的な観点から明らかにした。まず、極東最大のアメリカ空軍基地である嘉手納基地
について、土地利用という観点から基地それ自体の空間性を浮き彫りにした。基地内における米兵の居住地分布
の様態は利用するゲートの選択に直結し、ひいては米兵のポケットマネーの総体が重要な意味を持つ〈基地経
済〉の編成する諸空間の分布をも左右する。結果、第２ゲートの門前町というべきコザ市にサーヴィス業が集積
した。基地都市の空間編成における特色は消費の人種的空間分化である。本研究では、白人街／黒人街の景観・
店舗復原を完成させている。

研究成果の概要（英文）：Koza（present-day Okinawa City）is what one would call a typical military 
base-centered city; this study reconstructs Koza’s townscape that reflected its so-called “
military base-economy” and sheds light on the characteristic consumer space of the city. 
Specifically, this study reconstructs all businesses located in the entertainment districts, based 
on a survey carried out in August 1970.
The basic sources used in my papers are the Basic Survey of Businesses and the Report of the Basic 
Survey of Businesses. These sources show the locations, owners, and customers of businesses included
 in the survey. The “customers” section is divided into three categories, which enables us to 
determine the percentage of foreign customers (military personnel), so data concerning their 
purchase of products and services sheds light on the reality of the military base-economy. It is 
shown the main businesses that supported the military base-economy.

研究分野： 人文地理学

キーワード： 基地建設　基地経済　嘉手納基地　基地都市　コザ　サーヴィス業　空間編成
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研究成果の学術的意義や社会的意義
基地ならびに基地建設のための土地接収（それに対する反対運動）に関しては、さまざまに論じられてきたもの
の、〈基地経済〉の実態を踏まえた空間編成の諸過程は、いまだ具体例をもって明らかにされていない。本研究
は、地理学の専門性を活かして、基地周辺における市街地化の様態を（米軍作製）地図・空中写真、そしてフィ
ールドワークにもとづいて精査しつつ、〈基地経済〉の空間性を明らかにし地図化したところに学術的意義があ
るものと思われる。普天間基地の移設が争点となっている現在、本研究は、基地開発のみならず、周辺地域への
影響（空間再編）を視野に入れているという点において、社会的な意義も有していると考えている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。
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１．研究開始当初の背景 
 
本研究開始当初の背景として、以下の 4点を挙げることができる。 

（1）終戦から 70 年以上の歳月が過ぎ、「戦後」が歴史研究の対象として定着するなかで、多様
な分野で戦後の都市・地域研究が開始されていた。なかでも注目されたのは、隣接諸分野にお
ける軍隊ないし基地との関わりを通じて戦後日本の社会・空間変容を描き出す取り組みがな
されていた点である。くわえて、戦後沖縄に関する研究も劇的に進展した。しかしながら、一
部の例外を除くと、それらは総じて社会・政治的な側面にのみ焦点をあてるばかりで、物質的
基盤としての歴史地理的な種別性を踏まえた「空間の生産」ならびに空間分化の過程に関する
諸問題は、ほとんど等閑視されていると言わざるを得ない。こうしたことから、基地を軍事的
かつ社会／空間的な存在としてしっかりと定位したうえで、その周囲に形成される都市の空
間編成／再編の諸過程を明らかにする必要があった。 

（2）この点で参考となるのが、社会・経済地理学で蓄積されてきた都市の空間編成に関する諸
論である。なかでも D・ハーヴェイが鮮やかに示したのは、資本がつくる都市空間、すなわち
資本の循環と埋め込みによる建造環境の創出によって、都市の空間が編成・再編される諸過程
の理論的な側面であった。同じく、地理学にも多大な影響を及ぼした H・ルフェーブルは、官
僚制／商品化という二重の制度的実践によって、日常的な空間が植民地化される過程を理論
化している。ハーヴェイやルフェーブルは、植民地主義のような特異な条件を前提することは
なかったものの、戦後沖縄の都市編成を考察する上で、両者が有意な理論的視座を提供してく
れることは疑い得ない。ここで重要なのは、戦後沖縄という歴史地理的な文脈において空間を
生産する原動力が（資本ではなく）いわゆる〈基地経済〉であったことを認識し、その実態を
踏まえて、実証的な分析をすることである。一般に「基地（依存）経済」と呼ばれる基地関連
収入は、基地およびその関係者への財・サービスの提供、軍雇用者の所得、軍用地料から構成
されるのだが、後二者はともかく、都市の諸空間を構成して〈基地経済〉の根幹をなすはずの
「財・サービスの提供」施設に関する実証的な分析は、寡聞にして知らない。本研究が、〈基
地経済〉を基軸に据えて、都市の空間編成を実証分析するゆえんである。 

 
 
２．研究の目的 
 
本研究は、戦後沖縄における都市の空間編成の諸過程とその特質を、〈基地経済〉の実証分析

に立脚して、社会地理学的な観点から明らかにすることを目的としている。戦後、米軍の統治下
に置かれた沖縄では、1950 年以降、本格的な基地建設の進展にあわせて、沖縄島中部を中心に
大小の都市が成立した。基地の門前に位置するそれらの都市は、基地内のさまざまな職種に労働
力を供給するだけでなく、財・サービスを提供する事業所が立地・集積することで、巨大な消費
空間を形成したのである。このような〈基地経済〉をストレートに反映した都市景観に焦点を合
わせ、米軍側の需要のみならず、供給側の社会性も踏まえて空間編成の諸過程を地理学的に明ら
かにすること、それが本研究の目的である。 
 
 
３．研究の方法 
 
本研究の目的を達成するためにまず必要となるのは、戦後（米軍統治下）の沖縄における〈基

地経済〉の実態を把握することである。いったいどれくらいの米軍関係者が、どのような業種（店
舗）を利用し、財・サービスの購入にいかほどの現金を費やしていたのか、それらの業種（店舗）
は、どのように分布していたのかを明らかにすべく、沖縄県公文書館所蔵の『事業所基本調査調
査票』ならびに『事業所基本調査事業所調査票』を基本資料とした。前者には、琉球政府企画局
統計庁が 1970 年 8月に実施した「事業所基本調査」の「調査区要図」と「調査対象名簿」とが
含まれる。手書きの地図である「調査区要図」には、事業所の位置を示す番号が書き込まれてお
り、それらは「調査対象名簿」に記載された番号と符合するので、各事業所の立地をある程度ま
で把握することができる。「調査対象名簿」には、事業所名、事業主名、所在地、事業の種類、
経営組織、本所・支所の別、常用雇用者数などが記されている。他方、後者の『事業所基本調査
事業所調査票』は、「事業所基本調査」の実際の個票を綴ったものである。内容は『事業所基本
調査調査票』の情報にくわえて、事業主の国籍のほか、営業種目（商品・サービスなど）の上位
3点、開設時期、販売先などが記されている。なかでも注目されるのは、「販売先」である。この
欄は、「沖縄内・観光客・外人」の 3 つに区分されており、これによって外国人の顧客率を知る
ことができる。当時の外国人は、軍人・軍属とその家族がほとんどであるから、〈基地経済〉の
実態を知るうえで、資料価値は大きい。 
通念的な〈基地経済〉のあり方は、一定の地理的範域に集積した各種サービス業の存在によっ

て可視化される。そこで「事業所基本調査」の分析に基づき、外国人の利用率が高い業種を洗い
出し、個別に業態を考察すると同時に、一定の規模で集積する業種については、空間分化の形態
を含め、景観を復原した。具体的には、嘉手納基地の門前町とでもいうべき旧コザ市（現沖縄市）
を事例にして、〈基地経済〉の受け皿となる土地利用とその景観を復原している。その際、「事業



所基本調査」関連の諸資料にくわえ、二つの代表的な地元紙である『うるま新報』（後に『琉球
新報』と改題）ならびに『沖縄タイムス』には、各地区の主要な事業所や、事件にともなう経営
者の出自、あるいは〈基地経済〉そのものについてもたびたび報じられているので、それらを丹
念に閲覧し関連する記事を収集することで、より精度が高まるよう努めた。 
 
 
４．研究成果 
 
本研究は、戦後沖縄における都市の空間編成の諸過程とその特質を、〈基地経済〉の実証分析

に立脚して社会地理学的な観点から明らかにした。具体的な成果は以下のとおりである。 
 

（1）嘉手納基地の建設と空間性 
総面積約 20 平方キロメートル、

全長3,700mの滑走路を2本備えた、
極東最大のアメリカ空軍基地であ
る嘉手納基地（Kadena Air Base）
について、土地利用という観点から
その空間性を浮き彫りにした。同基
地は 1943 年 9 月から日本陸軍航空
本部によって建設された飛行場を、
米軍が 1945 年の上陸後に接収して
拡張・強化し現在に至るのだが、土
地利用という点からみた場合、「滑
走路、駐機場、格納庫」などの軍事
的用途が北西部にある一方、南東部
には「軍人、軍属、家族の生活の場
として、兵舎、家族住宅、病院、シ
ョッピング、スポーツ、娯楽、保養
の諸施設が完備され」ており、機能空間は完全に二分割されている。 
この点をふまえて、嘉手納基地の建設工事に参入した本土企業の記録写真を手がかりにして、

住宅地区の開発と住宅建設の風景を復原した。主たる資料として用いたのは、東京の中堅ゼネコ
ンであった隅田建設の社員が撮影した写真（171 枚）である。その成果として、『嘉手納基地 家
族住宅～開発・建設の風景～』を刊行した。 
  

（2）〈基地経済〉の基体をなす商業 
米兵の居住地分布（集積）の様態は、日常的に

利用するゲートの選択に直結し、ひいては米兵
のポケットマネーの総体が重要な意味を持つ
〈基地経済〉の編成する諸空間の分布をも左右
する。結果、嘉手納基地第２ゲートの門前町とい
うべきコザ市にサーヴィス業が集積するわけ
で、それらの内訳を明らかにした。一般的には右
の表のような業種構成となるが、コザの場合は
飲食店、時計店（質店）、衣料品店、理美容店の
集積が顕著で、〈基地経済〉の受け皿となる業種
として位置づけることができる。 
 
（3）歓楽街の店舗・景観復原 
〈基地経済〉の受け皿となった二つの歓楽商

店街―すなわち「センター通り」と「ゲート通り」
―の店舗・景観を復原した。結果、センター通り
におけるクラブは、ゲート通りのそれを大きく
上回る 46％を占めており、ゲート通りが 29％で
あることを考えると、センター通りは明らかに
歓楽的要素の色濃い街区であったことがわか
る。衣料品店全体の構成比でみると、ゲート通り
の 22％に対して、センター通りは 14％であり、
ゲート通りは「ファッション・ストリート」とし
ての性格を有していたものと考えられる。 
これらの知見を商業地理学的に解釈するなら

ば、「立地適応」が起こっていたとみなされるべきであろう。すなわち、センター通りはその名
称（＝中心）とは裏腹に周縁的な商業空間であること、他方のゲート通りは表玄関という立地条
件に適応した店舗によって構成される商業景観を現出していたことの二点である。 



 
（4）商業経営者の特色 
〈基地経済〉の担い手となる商工業者の社会地理的属性も考慮に入れるべく、基地都市に流入し
た離島・遠隔地の出身者の状況についても明らかした。結果、同郷者が同じ業種の経営者として
参入しているケースが多々見られることが判明し、チェーンマイグレーションないし同郷者の
ソシアビリティをうかがい知ることもできた。コザの場合、興味が持たれるのは奄美群島の離島
である喜界島の出身者が中心となって都市化の最初期からレストラン経営をしていたことであ
る。しかも、その多くが米兵向けの歓楽街においてであった。沖縄島を中心としてみたのなら、
喜界島は空間的周縁に位置する。それが〈基地経済〉との関連で都市労働市場において社会的に
転化されて、固有の局所的労働市場をつくりあげたといってよいだろう。 
 
（5）消費空間の人種的分化 
基地都市の空間編成における大きな特色のひとつに、消費空間の人種的分化をあげることが

できる。一般に地理学で「黒人街（black areas）」といえば、居住分化の人種的な次元を意味す
る。ところが、米軍統治下の当時、「黒人街」と称されていたのは、黒人兵が余暇を利用して出
入りする商業地区なのであった。「白人街」については、上記「センター通り」と「ゲート通り」
をあげることができる。この研究では「黒人街」の商業環境の復原にも取り組んだ。具体的には、
コザの照屋「黒人街」と通称された歓楽街について、1970 年 8 月時点で立地した事業所を図と
表で復原し、集積の度合いの高い業種の特性について考察をくわえ、空間的な特色を明らかにし
た。 
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